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1令和２年度におけるテレワーク関係施策①

 テレワークの普及状況（テレワーカー数、テレワーク導入企業数等）やテレワークに関連する各種データを整
理・把握するとともに、新たなＫＰＩを検討して企業や地方自治体等におけるテレワークの導入に向けた目標設
定を行う。

（関連予算）
・情報通信政策のための統計（通信利用動向調査） [31年度79百万円の内数]（総務省）
・テレワーク人口実態調査 [２年度15百万円]（国土交通省）

１．⽬標設定・現状把握

２．環境整備

 平成29年度に改定した以下のガイドラインについて周知啓発を図る。

 「情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入及び実施のためのガイドライン」
及び「自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン」 （厚生労働省）

 「テレワークセキュリティガイドライン（第4版）」 （総務省）



2令和２年度におけるテレワーク関係施策②

３－１．意識改革

 女性活躍・ワークライフバランスを推進

 国家公務員のテレワーク実施を推進 （内閣官房、内閣府）

３．普及展開

３－２．ノウハウ支援

 テレワーク導入を検討する企業への支援体制の構築

地域の中小企業等に対し、テレワーク導入の支援を行い、相談の相互連携ができるネットワーク機能を担う「テ
レワーク・サポートネットワーク（仮）」を全国に設置するとともに、テレワーク導入を希望する企業等にICTや労務
管理の専門家を派遣。

（関連予算）
・テレワーク普及展開推進事業 [２年度248百万円の内数]（総務省）

 相談センター等による助言等を実施

（関連予算）
・テレワーク相談センターの設置事業 [２年度47百万円の内数]（厚生労働省）
・国家戦略特区のテレワークに関する援助事業 [２年度58百万円]（厚生労働省）



3令和２年度におけるテレワーク関係施策③

３－３．導入補助

○民間企業等に対して導入機器等の費用を助成

（関連予算）
・時間外労働等改善助成金（テレワークコース） [２年度96百万円]（厚生労働省）

○地域課題解決に資するテレワーク環境のためのサテライトオフィス整備に関する補助

（関連予算）
・地域IoT実装・共同利用総合支援施策 [２年度400百万円の内数]（総務省）
・社会資本整備総合交付金を活用した施設整備等によるテレワークの支援 [２年度7,627億円の内数]（国土交通省）

３．普及展開



4令和２年度におけるテレワーク関係施策④

３．普及展開

３－４．周知・啓発

 テレワーク・デイズ、テレワーク月間を通じた普及促進

【テレワーク・デイズ2020】 （７月20日(月)～９月６日(日)）

2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催期間を含む７月20日から９月６日を「テ
レワーク・デイズ2020」と位置付け、全国一斉のテレワークを呼びかけ。
令和元年度は期間中を「テレワーク・デイズ2019」として2020オリパラ前の本番テストと

位置づけて実施。

【テレワーク月間】 （11月）

11月を「テレワーク月間」として、テレワークの普及啓発に向けた広報等を集中的に
実施。

（関連予算）
・テレワーク普及展開推進事業 [２年度248百万円の内数]（総務省）
・テレワークの普及促進に向けた気運の醸成事業 [２年度110百万円の内数]（厚生労働省）

（令和元年度の周知ポスター）



5令和２年度におけるテレワーク関係施策⑤

○先進事例の表彰

テレワークの導入・活用を進めている企業・団体等を表彰。
（総務省：「テレワーク先駆者百選」、厚生労働省：「輝くテレワーク賞」等）

（関連予算）
・テレワーク普及展開推進事業 [２年度248百万円の内数]（総務省）
・テレワークの普及促進に向けた気運の醸成事業 [２年度110百万円の内数] （厚生労働省）

○セミナーの開催等

テレワーク導入の要となる「ICT利活用」、「労務管理」、「導入事例」等に関するセミナーを、総務省と厚生労働
省で協力して全国で開催。セミナー会場では、テレワーク導入を検討する企業等の個別相談会の開催も予定。

（関連予算）
・テレワーク普及展開推進事業 [２年度248百万円の内数]（総務省）
・テレワークの普及促進に向けた気運の醸成事業 [２年度110百万円の内数] （厚生労働省）
・サテライト・オフィスマッチング支援事業 [31年度10百万円]（総務省）

○テレワーク導入事例の周知

各省で収集したテレワークの事例をWebサイト上で連携し、優良事例や先進事例へのアクセスを容易にし、周
知を図る。

（関連予算）
・テレワーク普及展開推進事業 [２年度248百万円の内数]（総務省）

○ 「地方版IoT推進ラボ」等を通じた面的な普及展開（経済産業省）

３．普及展開


